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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、損益等からみて重要性の乏しい関係会社のみであるため、記

載を省略しております。 

４ 第62期第１四半期累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期

純損失であり、また潜在株式が存在していないため記載しておりません。また、第61期の潜在株式調整後１

株当たり純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第１四半期 
累計(会計)期間

第61期

会計期間

自 平成21年
  ３月１日 
至 平成21年 
  ５月31日

自 平成20年
  ３月１日 
至 平成21年 
  ２月28日

売上高 (千円) 2,227,376 11,474,165

経常利益又は経常損失(△) (千円) △124,149 299,402

四半期純損失(△) 
又は当期純利益 

(千円) △82,177 84,687

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ─ ─

資本金 (千円) 481,524 481,524

発行済株式総数 (株) 5,970,480 5,970,480

純資産額 (千円) 9,070,959 9,212,445

総資産額 (千円) 13,247,214 13,805,485

１株当たり純資産額 (円) 1,543.25 1,567.32

１株当たり四半期純損失(△)
又は当期純利益 

(円) △13.98 14.40

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ 12.00

自己資本比率 (％) 68.5 66.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 206,785 500,915

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △118,301 △1,794,256

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △6,079 777,581

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 804,087 725,994

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(名)
317
[28] 

323
[31] 
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当第１四半期会計期間において、当社グループ(当社及び当社の子会社(非連結))が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は、当社から子会社への出向者（４名）を除いた就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間平均雇用人数であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成21年５月31日現在

従業員数(名) 317(28)
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第１四半期会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当第１四半期会計期間における受注実績を示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注）１ 当社は、外装用建材の外装パネル以外の品目は見込生産で行っております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当第１四半期会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

品目 生産高(千円)

建築金物 524,340 

外装用建材 180,602 

エクステリア 647,307 

その他 18,767 

合計 1,371,018 

品目 受注高(千円) 受注残高(千円)

外装用建材 
 外装パネル 

11,897 96,847

品目 販売高(千円)

建築金物 822,571 

外装用建材 335,799 

エクステリア 834,404 

その他 189,805 

不動産事業収入 44,796 

合計 2,227,376 

相手先

当第１四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％)

杉田エース株式会社 425,102 19.1
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当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1)経営成績の分析 

当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融不安の深刻化から景気後退が進み、企業

収益の大幅な減少に伴って雇用情勢の悪化が顕在化するなど、非常に厳しい状況にあります。 

建築金物業界におきまして、主力市場である建設業界は、消費マインドの冷え込みで企業による設備

投資は減退し、また、経済環境を背景とした慎重な融資姿勢をはじめ上場不動産投資信託の低迷等によ

って不動産市況は悪化し、建設需要は低迷を続けております。当業界での企業間競争は激化し、極めて

厳しい事業環境にて推移しております。 

このような状況の中、当社は製造原価や配送コストの低減を積極的に進めるとともに、在庫品種の見

直しや在庫数量の削減に加え、新設した成田工場の稼働によりエクステリア製品関連の倉庫賃借料の削

減を図るとともに、一部工場の生産人員配置の適正化や欠員補充での採用抑制による人件費の低減など

により、販売管理費の低減に取り組んでまいりました。 

また、商品説明会の開催や取引先の展示会にも参画し、販売先へ緊密な営業活動を進め、収益の確保

に取り組んだものの、当第１四半期の売上高につきましては、エクステリア、建築金物などの急速な需

要の落ち込みにより、全体として22億27百万円となりました。 

利益面では、製造固定費や販売管理費の削減に努めておりますが、売上高の減少分を補うところまで

いかず、営業損失１億18百万円、経常損失１億24百万円となりました。四半期純損失は、たな卸資産評

価損38百万円を計上したものの、売上債権の減少及び貸倒実績率の低下に伴い発生した貸倒引当金戻入

額31百万円を計上したため、82百万円となりました。 

  

(2)財政状態の分析 

当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ５億58百万円減少し、132億47百万円とな

りました。これは、売上の減少に伴い売掛金が７億50百万円減少したことが主因であります。 

負債につきましては、前事業年度末に比べ４億16百万円減少し、41億76百万円となりました。これ

は、仕入高の減少に伴い買掛金が３億81百万円減少したことが主因であります。 

なお、純資産は、前事業年度末に比べ１億41百万円減少し、90億70百万円となりました。これは、前

事業年度に係る配当金及び当第１四半期純損失により利益剰余金が１億52百万円減少したことが主因で

あります。この結果、自己資本比率は68.5％となりました。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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(3)キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純損失１億31百

万円や仕入債務の減少４億８百万円により収入減となったものの、売上債権の減少５億90百万円、たな

卸資産の減少１億２百万円や未払消費税等の増加93百万円などにより、２億６百万円の収入となりまし

た。 

当第１四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、営業所移転などに伴い固定資

産の取得による支出１億７百万円などにより、１億18百万円の支出となりました。 

当第１四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増額により１

億50百万円の収入があったものの、長期借入金の返済90百万円及び配当金の支払66百万円により、６百

万円の支出となりました。 

これらの結果、当第１四半期末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ78百万円

増加し、８億４百万円となりました。 

  

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

(5)研究開発活動 

当第１四半期会計期間の研究開発費の総額は40百万円であります。 

なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 21,000,000

計 21,000,000

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成21年５月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年７月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,970,480 5,970,480
ジャスダック証券
取引所 

単元株式数 
1,000株

計 5,970,480 5,970,480 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年５月31日 ─ 5,970,480 ─ 481,524 ─ 249,802
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(6) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成21年２月28日の株主名簿により記載しておりま

す。 

① 【発行済株式】 

平成21年２月28日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式638株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成21年２月28日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 92,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

完全議決権株式(その他)  
普通株式 5,844,000 5,844 同上 

単元未満株式  
普通株式 34,480 ― 同上 

発行済株式総数 5,970,480 ― ― 

総株主の議決権 ― 5,844 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ダイケン 

大阪市淀川区新高 
二丁目７番13号 

92,000 ― 92,000 1.54

計 ― 92,000 ― 92,000 1.54

２ 【株価の推移】

月別
平成21年 
３月

 
４月

  
５月

最高(円) 323 365 466 

最低(円) 310 333 365 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間(平成21年３月１日

から平成21年５月31日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビ

ューを受けております。 

  

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第

２項により、当社では、子会社の資産、売上等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合

理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  

１ 四半期財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：千円)

当第１四半期会計期間末 
(平成21年５月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,539,087 1,460,994

受取手形 ※２  2,525,363 ※２  2,366,062

売掛金 1,309,426 2,059,809

商品 4,655 10,112

製品 773,478 829,275

原材料 289,652 326,804

仕掛品 140,954 189,328

貯蔵品 31,114 24,908

繰延税金資産 132,323 82,822

その他 84,455 73,014

貸倒引当金 △1,919 △33,858

流動資産合計 6,828,593 7,389,275

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,614,795 2,567,582

機械及び装置（純額） 331,016 347,355

土地 2,254,893 2,254,893

その他 205,154 267,011

有形固定資産合計 ※１  5,405,860 ※１  5,436,843

無形固定資産 45,713 38,780

投資その他の資産   

投資有価証券 318,592 298,944

関係会社株式 20,000 20,000

保険積立金 496,466 492,461

破産更生債権等 2,792 1,965

繰延税金資産 － 5,449

その他 161,087 152,830

貸倒引当金 △31,892 △31,065

投資その他の資産合計 967,046 940,585

固定資産合計 6,418,620 6,416,209

資産合計 13,247,214 13,805,485
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(単位：千円)

当第１四半期会計期間末 
(平成21年５月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 334,972 390,491

買掛金 1,274,372 1,656,264

短期借入金 1,660,000 1,535,000

未払金 121,394 209,339

未払法人税等 4,414 91,125

未払費用 134,317 121,881

賞与引当金 249,634 156,602

その他 103,355 78,138

流動負債合計 3,882,460 4,238,842

固定負債   

長期借入金 55,000 120,000

役員退職慰労引当金 175,300 171,675

繰延税金負債 1,312 －

その他 62,181 62,521

固定負債合計 293,793 354,196

負債合計 4,176,254 4,593,039

純資産の部   

株主資本   

資本金 481,524 481,524

資本剰余金 250,398 250,398

利益剰余金 8,377,404 8,530,115

自己株式 △53,228 △53,228

株主資本合計 9,056,098 9,208,809

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 14,861 3,636

評価・換算差額等合計 14,861 3,636

純資産合計 9,070,959 9,212,445

負債純資産合計 13,247,214 13,805,485
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(2)【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

(単位：千円)

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

売上高 2,227,376

売上原価 1,634,860

売上総利益 592,515

販売費及び一般管理費 ※  711,042

営業損失（△） △118,527

営業外収益  

受取利息 542

受取配当金 2,779

その他 4,770

営業外収益合計 8,092

営業外費用  

支払利息 3,927

売上割引 6,002

その他 3,784

営業外費用合計 13,714

経常損失（△） △124,149

特別利益  

貸倒引当金戻入額 31,939

特別利益合計 31,939

特別損失  

たな卸資産評価損 38,121

その他 1,117

特別損失合計 39,239

税引前四半期純損失（△） △131,450

法人税、住民税及び事業税 950

法人税等調整額 △50,222

法人税等合計 △49,272

四半期純損失（△） △82,177
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △131,450

減価償却費 84,015

たな卸資産評価損 38,121

引当金の増減額（△は減少） 65,545

受取利息及び受取配当金 △3,321

支払利息 3,927

売上債権の増減額（△は増加） 590,122

たな卸資産の増減額（△は増加） 102,452

仕入債務の増減額（△は減少） △408,474

その他の資産の増減額（△は増加） △92,879

その他の負債の増減額（△は減少） △59,671

未払消費税等の増減額（△は減少） 93,563

その他 5,475

小計 287,425

利息及び配当金の受取額 3,258

利息の支払額 △3,602

法人税等の支払額 △80,296

営業活動によるキャッシュ・フロー 206,785

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △107,137

定期預金の預入による支出 △265,000

定期預金の払戻による収入 265,000

その他 △11,164

投資活動によるキャッシュ・フロー △118,301

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 150,000

長期借入金の返済による支出 △90,000

配当金の支払額 △66,079

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,079

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,310

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 78,093

現金及び現金同等物の期首残高 725,994

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  804,087
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】 

当第１四半期会計期間(自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】 

 
  

  

当第１四半期会計期間
(自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日)

会計処理の原則及び手続の変更 

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

当第１四半期会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委

員会 企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下

げの方法)に変更しております。  

 なお、この変更により税引前四半期純損失が38,121千円増加しております。 

当第１四半期会計期間
(自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日)

１ 棚卸資産の評価方法 

当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎

として合理的な方法により算定する方法によっております。 

２ 原価差異の配賦方法 

予定価格等を採用しているために原価差額が生じた場合、当該原価差額の棚卸資産と売上原価への配賦方法

を年度決算と比較して簡便的に実施する方法によっております。 

３ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前事業年度末以降に経営環境等に著しい変化がなく、かつ、一

時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前事業年度決算において採用した将来の業績

予想やタックス・プランニングを利用する方法によっており、前事業年度末以降に経営環境等に著しい変化が

あるか、または、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前事業年度決算において使用し

た将来の業績予想やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によって

おります。 

当第１四半期会計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日)

該当事項はありません。 
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【追加情報】 

  

 
  

当第１四半期会計期間
(自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日)

有形固定資産の耐用年数の変更 

 当第１四半期会計期間より機械装置の耐用年数について、平成20年法人税法の改正を契機として見直しを行

い、従来採用していた10～13年の耐用年数を10年に変更しております。 

 これにより、当第１四半期会計期間の売上総利益は1,983千円減少し、営業損失、経常損失及び税引前四半期

純損失は、それぞれ2,211千円増加しております。 
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【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期損益計算書関係) 

  

 
  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第１四半期会計期間末 
(平成21年５月31日)

前事業年度末 
(平成21年２月28日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 5,844,737千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 5,765,081千円 

※２ 四半期会計期間末日満期手形の会計処理につきま
しては、満期日に決済が行われたものとして処理
しております。 

   なお、第１四半期会計期間末日が金融機関の休日
であったため、次の四半期会計期間末日満期手形
が、四半期会計期間末残高から除かれておりま
す。 

      受取手形         262,866千円 

※２ 期末日満期手形の会計処理につきましては、満期
日に決済が行われたものとして処理しておりま
す。 

   なお、事業年度末日が金融機関の休日であったた
め、次の期末日満期手形が、事業年度末残高から
除かれております。 

      受取手形         228,550千円 

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日  
 至 平成21年５月31日)

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給与手当 142,468千円

賞与引当金繰入額 114,907千円

運搬費 112,892千円

広告宣伝費 56,604千円

研究開発費 40,685千円

法定福利費 38,097千円

賃借料 21,069千円

退職給付費用 20,186千円

減価償却費 20,038千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,625千円

貸倒引当金繰入額 826千円

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日  
 至 平成21年５月31日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金 1,539,087千円

預入期間が３か月超の定期預金 △735,000千円

現金及び現金同等物 804,087千円
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(株主資本等関係) 

当第１四半期会計期間末(平成21年５月31日) 

及び当第１四半期累計期間(自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

(リース取引関係) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期会計期間末日におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が

認められないため、記載しておりません。 

  

(有価証券関係) 

当社が所有する有価証券は、事業の運営において重要なものではありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当社が行っておりますデリバティブ取引は、事業の運営において重要なものではありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当社は、ストック・オプションを発行しておりませんので、該当事項はありません。 

  

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 5,970,480

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 92,638

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月21日 
定時株主総会 

普通株式 70,534 12.00 平成21年２月28日 平成21年５月22日 利益剰余金
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載ておりません。 

２ １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間末 
(平成21年５月31日)

前事業年度末 
(平成21年２月28日)

 

 1,543.25円 1,567.32円

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日  
 至 平成21年５月31日)

１株当たり四半期純損失 13.98円
 

項目
当第１四半期累計期間
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) 82,177

普通株式に係る四半期純損失(千円) 82,177

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 5,877,842

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年７月13日

株式会社ダイケン 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ダイケンの平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第62期事業年度の第１四半期累計期間(平

成21年３月１日から平成21年５月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期

損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイケンの平成21年５月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１

四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  荒 井  憲一郎   印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  和田林  一 毅   印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【英訳名】 DAIKEN CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 藤 岡 洋 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 大阪市淀川区新高二丁目７番13号 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

  (東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号) 

 

 



当社代表取締役社長藤岡洋一は、当社の第62期第１四半期(自 平成21年３月１日 至 平成21年５月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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